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９月定例会は８月２４日から９月２４日までの３２日間の会期で開かれ、市長提出
議案等２８件と、議員提出議案 5 件、委員会提出議案 1 件が提出され、いずれも
認定･ 可決しました。また、補正予算に対し延べ１１人が質疑し、決算認定 1件、議
案 1件について4 人が討論を行いました。

4 日間にわたる一般質問では、２０人の議員が活発な論戦を展開しました。
また、今定例会では「戸田市第５次総合振興計画審査特別委員会」が設置され、

令和３年度から１０年間のまちづくりを進める上での最上位計画の基本構想について
審査が行われました。（５ページを参照）
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▲歳入のうち、前年度と比べて最も増加したのは繰入金で、約13億549万円の増。一方、減となっ
た主なものは、繰越金が約３億4751万円の減。歳入に占める自主財源の割合は65.7％、依存財源
は34.3%。

▲歳出のうち、大きな割合を占めるものは、民生費が43.9％、教育費が16.2％、総務費が10.9％。
前年度比で、民生費は約10億7321万円の増。教育費は約41億3068万円の増。総務費は約７億
4518万円の減。

一般会計歳入　582億3055万円

一般会計歳出　545億3747万円

(注)①（　）は財政の健全化が必要とされる早期健全化基準を示す。 
②赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」
表示となります。

(注)特別会計は、国民健康保険など10会計の合計額。

219億 7138万円
（前年度比　1.4％増）

211億 4379万円
（前年度比　0.9％増）
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■令和元年度 健全化判断比率 ■特別会計決算※

※千円単位は四捨五入
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239億4955万円
88億5982万円
59億6088万円
47億6610万円
32億  383万円
31億    37万円
25億3598万円
21億6096万円

①民 生 費
②教 育 費
③総 務 費
④土 木 費
⑤衛 生 費
⑥公 債 費
⑦消 防 費
⑧そ の 他

296億2197万円
24億8436万円
24億4733万円
20億1024万円
16億8187万円
96億2037万円
33億2560万円
29億  859万円
24億6933万円
16億6090万円

①市　　　税
②繰 越 金
③繰 入 金
④諸 収 入
⑤その他自主財源
⑥国庫支出金
⑦市　　　債
⑧県 支 出 金
⑨地方消費税交付金
⑩その他依存財源
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※健全化判断比率…自治体の財政の早期健全化や再生の必要性を判断するために定められた４つの指標

※いずれの会計も千円単位は四捨五入

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

24億 2395万円

22億   480万円

2億 8551万円

10億 6078万円

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

26億 7396万円

24億 4452万円

11億   578万円

17億 7605万円

下 水 道 事 業 会 計 決 算

水 道 事 業 会 計 決 算

令和元年度決算 監査報告

「すべての会計で健全財政を堅持」
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【一般会計・特別会計】
一般会計の実質収支額は約34億2700万の黒字。歳入の
根幹である市税は、すべての税目が前年度と比べて増とな
った。特別会計の実質収支額は約５億6600万の黒字。
【水道事業会計】
収益的収支の純利益は約２億1900万円、前年度と比べ
て約1200万円の増。資本的収支の不足額は約７億7500万
円であり、損益勘定留保資金などで補てんされている。
【下水道事業会計】
収益的収支の純利益は約２億2900万円、資本的収支の
不足額は約６億7千万円であり、損益勘定留保資金などで
補てんされている。下水道事業会計における企業債の未償
還残高は約91億2600万円、支払利息は約１億4500万円と
なっている。
【審査の結果】
いずれの会計も健全財政が堅持されている。

小川代表監査委員
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